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道内景気は、緩やかに持ち直している。

生産活動は横ばい圏内で推移している。需要面をみると、個人消費は百貨店販売額が前年

を下回るなど、一部に弱い動きがみられるが、新車販売台数が堅調に推移するなど、緩やか

に持ち直している。住宅投資・設備投資・公共投資は、基調として持ち直しが続いている。

観光は、好調を維持している。輸出は、前年を上回った。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は低水準が続いている。消費者物

価は、エネルギー価格の上昇を背景に前年を上回っている。
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１．景気の現状判断DI～２ヶ月ぶりに下落

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりの低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、４月の景気

の現状判断DI（北海道）は、前月を３．２ポイ

ント下回る４４．８となり、２ヶ月ぶりに下落し

た。また、横ばいを示す５０を３か月連続で下

回った。

景気の先行き判断DI（北海道）も、前月

を０．１ポイント下回る４８．０となり、横ばいを

示す５０を３か月連続で下回った。

３月の鉱工業生産指数は９６．５（季節調整済

指数、前月比▲０．３％）と２か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では＋２．６％と５か

月連続で上昇した。

業種別では、前月に比べ、電気機械工業等

の８業種が低下したが、窯業・土石製品工業

等８業種が上昇した。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１７年６月号

ｏ．２５１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2017.05.22 20.08.48  Page 1 



%

百貨店 スーパー コンビニエンスストア 

3229/112111098765428/3
-10

-2

-4

0

2

4

8

6

-6

-8

３．百貨店等販売額～２か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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４．乗用車新車登録台数～８か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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５．札幌ドーム来場者～５か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

３月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲０．７％）は、２か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲５．５％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他全ての品目で前

年を下回った。スーパー（同＋０．７％）は、

衣料品、身の回り品は前年を下回ったもの

の、飲食料品、その他は前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．７％）

は、４２か月連続で前年を上回った。

３月の乗用車新車登録台数は、２５，０８１台

（前年比＋９．０％）と８か月連続で前年を上

回った。車種別では、軽乗用車（同▲１．５％）

は減少したが、普通車（同＋９．５％）、小型車

（同＋１９．２％）が増加した。

平成２８年度累計では、１７６，０１８台（前年比

＋４．３％）と前年を上回っている。軽乗用車

（同▲２．８％）は前年を下回っているが、普通

車（同＋１０．４％）、小型車（同＋５．２％）が前

年を上回っている。

３月の札幌ドームへの来場者数は２０１千人

（前年比▲１１．１％）と５か月連続で前年を下

回った。内訳は、プロ野球が１４７千人（同

▲１７．５％）、プロサッカーが３４千人（同

＋１７．１％）、その他が１９千人（同＋５．８％）

だった。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が

１４，７４９人（同▲２５．７％）、プロサッカーが

１７，１９２人（同＋１７．１％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛） 分譲 
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６．住宅投資～３か月ぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛） 

７．建築物着工床面積～２か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～５か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

３月の新設住宅着工戸数は、２，６１３戸（前

年比▲１．４％）と３か月ぶりに前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同＋９．４％）が

増加したが、貸家（同▲６．１％）、分譲（同

▲２．９％）が減少した。

平成２８年度累計では、３７，５１５戸（前年比

＋９．３％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋３．７％）、貸家（同

＋１１．６％）、分譲（同＋１１．４％）が、いずれ

も増加している。

３月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１０５，９９８㎡（前年比▲３７．９％）と２か月連続

で前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲７７．５％）、非製造業（同▲２９．４％）が、い

ずれも前年を下回った。

平成２８年度累計では、１，８０９，４３７㎡（前年

比＋２．７％）と前年を上回っている。業種別

では、製造業（同＋８．２）、非製造業（同

＋２．１％）が、いずれも前年を上回っている。

４月の公共工事請負金額は、１，４６７億円

（前年比▲３．５％）と５か月ぶりに前年を下

回った。発注者別では、国（同▲１３．０％）と

北海道（同▲２１．２％）が前年を下回ったが、

市町村（同＋４０．６％）では前年を上回った。

１～４月累計では、請負金額３，２３４億円

（前年比＋３０．４％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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９．来道客数～３か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１０か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出は２か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

３月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，０８４千人（前年比＋５．０％）と３か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋５．６％）、フェリー（同＋６．１％）が

増加したが、JR（同▲４．８％）が減少した。

平成２８年度累計では、１３，５０１千人と前年を

５．３％上回っている。

３月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１０７，８９８人（前年比＋１３．０％）と１０か月

連続で前年を上回った。平成２８年度累計で

は、１，３９４，４０６人（同＋１２．２％）と前年を上

回っている。

空港・港湾別では、新千歳空港が９９，４７７人

（前年比＋２５．３％）、旭川空港が１，２７４人（同

▲８３．４％）、函館空港が６，９９０人（同▲８．７％）

だった。

３月の道内貿易額は、輸出が前年比２５．５％

増の４４２億円、輸入が同１４．０％増の９７２億円

だった。

輸出は、自動車の部分品、一般機械などが

減少したものの、鉄鋼、有機化合物、魚介

類・同調整品などが増加し、２か月連続で前

年を上回った。輸入は、原油・粗油、石炭、

石油製品などが増加し、３か月連続で前年を

上回った。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 

3

倍 ％ 

-4

-2

0

2

4

6

8

10

229/112111098765428/3
0.00

0.20

0.40

0.60

1.40

1.20

1.00

0.80

１２．雇用情勢～改善が続く

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は３か月ぶりに減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成27年 
＝100.0

１４．消費者物価指数～４か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

３月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は１．０５倍（前年比＋０．０８ポイント）と８６か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比４．９％増加し、５か

月連続で前年を上回った。業種別では、運

輸・郵便（同＋１６．９％）、医療・福祉（同

＋５．７％）、建設業（同＋１３．７％）などが増加

した。

４月の企業倒産は、件数が２２件（前年比

▲４．３％）、負債総額が２３億円（同▲５０．０％）

だった。件数は３ヶ月ぶりに減少、４月とし

ては３年連続で過去最少の件数を更新。負債

総額も前年を下回った。

業種別では、建設業が７件、サービス・他

が４件、卸売業および小売業が各３件などと

なった。

３月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は９９．９（前月比＋０．２％）と、前月

を上回った。前年比は＋１．１％と、４か月連

続で前年を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、４月

の動向をみると、食料品、日用雑貨等の価格

は、概ね安定して推移している。石油製品の

価格も、前月に比べ概ね安定して推移してい

る。

道内経済の動き
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１．従業員の過不足感

雇用人員判断DI（△４２、「過剰企業の
割合」－「不足企業の割合」）は前年同
期から３ポイント低下した。平成２２年か
ら８年連続の低下となり、バブル期ピー
クに迫る水準となっている。

２．今春の新規採用状況

今春に「新規採用した企業」（４３％）は
前年から４ポイント低下した。採用予定
人数に対する充足率は、「予定どおり」

の企業が４９％と前年同期比横ばいとなっ
たが、５業種が前年を下回った。

３．今後１年間の従業員の増減見通し

雇用方針DI（＋２３、「増員する企業の
割合」－「減員する企業の割合」）は前
年同期から４ポイント低下した。増員す
る企業の割合は前年比低下するものの、
食料品製造業以外の幅広い業種でプラス
水準となっており、人員確保の動きは続
く見込み。

特別調査

企業の人手不足感はバブル期ピークに迫る水準
平成２９年 道内企業の雇用動向と新規採用

要 約

＜図１＞従業員の過不足感（雇用人員判断DIの推移）

＜図２＞新規採用状況（新規採用実施企業の割合）

＜図３＞今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DIの推移）
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
平成２９年度の雇用動向と新規採用について

回答期間
平成２９年２月中旬～３月中旬
本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」ー「従業員を減員す
る割合」
ｎ（number)
有効回答数

地域別回答企業社数

業種別回答状況

〈表１〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�従業員の過不足感 （図４）
雇用人員判断DIは、前年比では製造業（△２５）が横ばい。非製造業（△４７）のマイナス幅が拡大。
建設業、鉄鋼・機械・金属はそれぞれ１０ポイントマイナス幅が拡大し人手不足感がさらに強まった。

�今春の新規採用状況 （図５）
今春に新規採用を実施した企業は、製造業（３９％）は１１ポイン
ト、非製造業（４４％）は２ポイント前年比それぞれ低下した。

�新規採用内定者の評価 （表２）
「良い人材を採用できた」企業（４５％）は前年比１ポイント低
下。

�採用予定人数に対しての
充足率

（表３）
「予定通り」（４９％）の企業は前年比横ばい。充足率は運輸業（１４％）、小売業（３１％）、
木材・木製品（３３％）、ホテル・旅館業（３８％）が低く、新規採用に苦戦している。

�企業の新規採用決定要因（表４） 「将来の人手不足に備える」（６７％）が９ポイント上昇。７業種で
最多。

�今春新規採用しなかった
企業の理由

（表５）
「随時、中途採用する」企業（５４％）が最多。「募集したが、採用したい人材がいなかった」（１８％）、
「パート・アルバイトを活用する」（１５％）、「採用する余裕がない」（１０％）のポイントが前年比上昇。

�新規採用実施企業の中途
採用計画

（表６）
「必要があれば随時、中途採用する」企業（８４％）は前年比４ポ
イント上昇。

	採用する際の重視項目 （表７）
「積極性」（８１％）が１１ポイント上昇。以下「協調性」（７６％）、「責
任感」（６６％）が続く。


今後一年間の従業員の増
減見通し

（表８）
雇用方針DIは、前年比では製造業（＋１６）が７ポイント、非製造業（＋２５）が４ポイントそれぞれ
低下したが、食料品製造業以外はプラス水準であり、幅広い業種で人員確保の動きは続く見通し。

企業数 構成比 地 域
全 道 ４０５ １００．０％
札幌市 １６０ ３９．５ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８５ ２１．０
道 南 ３３ ８．１ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５５ １３．６ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ７２ １７．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１０ ４０５ ５７．０％
製 造 業 ２０５ １０８ ５２．７
食 料 品 ６９ ３２ ４６．４
木 材 ・ 木 製 品 ３５ １９ ５４．３
鉄鋼・金属製品・機械 ６２ ３６ ５８．１
そ の 他 の 製 造 業 ３９ ２１ ５３．８
非 製 造 業 ５０５ ２９７ ５８．８
建 設 業 １３６ ８２ ６０．３
卸 売 業 １１１ ５９ ５３．２
小 売 業 ９３ ５４ ５８．１
運 輸 業 ５０ ３２ ６４．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １８ ５２．９
その他の非製造業 ８１ ５２ ６４．２

調 査 要 項
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＜図4＞従業員の過不足感（雇用人員判断DI）（n=385） 
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＜図5＞今春の新規採用状況（n=401） 
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�従来と変わらない ４９ ４９ ５０ ５０ ４７ ５０ ４９ ４４ ５０ ４２ ７１ ５０ ５９
（４３）（４７）（４０）（５６）（５０）（４６）（４１）（２９）（４２）（５０）（５０）（６７）（２９）

�良い人材を採用できた ４５ ４９ ４０ ５０ ５３ ５０ ４３ ４９ ５０ ３９ ２９ ３８ ４１
（４６）（４５）（５３）（３３）（４３）（４６）（４７）（６２）（４２）（３９）（４０）（３３）（４７）

�良い人材を採用できず ６ ３ １０ － － － ７ ８ ０ １９ － １３ －
（１１）（８）（７）（１１）（７）（８）（１２）（９）（１６）（１１）（１０）（－）（２４）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�予定どおり ４９ ５４ ５６ ３３ ５３ ７１ ４７ ４９ ５７ ３１ １４ ３８ ６８
（４９）（５７）（４７）（６７）（５８）（６２）（４６）（４９）（７１）（３９）（３７）（２０）（３７）

�９割台 １１ ５ １１ － － １４ １２ １０ １４ ８ ２９ １３ １４
（１０）（１１）（２４）（－）（１４）（－）（１０）（１１）（８）（１１）（１３）（１０）（６）

�７～８割台 １８ ２４ ２２ ３３ ３３ － １６ ８ ５ ３５ ２９ ３８ ９
（１５）（１７）（２４）（１１）（７）（２３）（１４）（１１）（８）（２３）（－）（２０）（１９）

�５～６割台 １０ １１ － ３３ ７ １４ １０ １０ １４ ８ １４ － ９
（１３）（７）（－）（－）（１４）（１５）（１５）（１３）（８）（１１）（２４）（２０）（２５）

�３～４割台 ８ ３ － － ７ － １０ １５ ５ １２ １４ １３ －
（５）（４）（－）（２２）（－）（－）（６）（５）（５）（４）（１３）（２０）（－）

�１～２割台 － － － － － － － － － － － － －
（２）（２）（－）（－）（７）（－）（２）（－）（－）（４）（１３）（－）（－）

�１割未満 ４ ３ １１ － － － ５ ８ ５ ８ － － －
（６）（２）（５）（－）（－）（－）（７）（１１）（－）（８）（－）（１０）（１３）

〈表２〉新規採用内定者の評価（n=159）
（単位：％）

※今春に新規採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

〈表３〉採用予定人数に対しての充足率（n=160）
（単位：％）

※今春に新規採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

〈図６〉採用予定人数に対しての充足率推移

採用予定人数に対しての充足率

特別調査

― ９ ― ほくよう調査レポート ２０１７年６月号

ｏ．２５１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１２　特別調査  2017.05.01 16.38.41  Page 9 



（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�将来の人手不足に備え
る

① ① ① ① ① ② ① ② ① ① ① ③ ①
６７ ６９ ７５ ６７ ７１ ５７ ６７ ６３ ５７ ６３ ８８ ４４ ５０
（５８）（５４）（５０）（４４）（６７）（５０）（５９）（６３）（５６）（６７）（５５）（５５）（５０）

�年齢構成の改善を図る
② ② ③ ③ ① ② ② ① ① ③ ② ① ①
５６ ５５ ５０ １７ ７１ ５７ ５７ ７６ ５７ ４１ ６３ ６７ ５０
（５７）（５４）（６９）（２２）（６０）（５０）（５８）（７６）（５６）（４４）（４６）（３６）（６１）

�人材確保の好機である
③ ② ③ ③ ② ② ③
３７ ３８ ６７ １７ ２４ ４３ ３６ ２４ ２６ ４４ － ５６ ４１
（３１）（３０）（３８）（１１）（２７）（３６）（３１）（２４）（２２）（４４）（３６）（５５）（２２）

�業績の推移を重視する
③ ③ ③ ③

３３ ２９ ３３ １７ ２９ ２９ ３４ ３４ ４４ ２２ ２５ ２２ ３２
（３１）（３３）（３８）（２２）（２７）（４３）（３０）（３４）（３０）（１５）（３６）（３６）（３３）

�生産販売部門の強化を
図る

③ ① ③ ①
２４ ４８ ３３ ６７ ４１ ７１ １６ １６ ２６ １９ １３ － １８
（２７）（４１）（３８）（４４）（５３）（２９）（２２）（１６）（２２）（２６）（２７）（１８）（２８）

�事業の拡大を図る
③

２２ ２６ ３３ １７ ２９ １４ ２０ １１ １７ ２２ １３ ２２ ３２
（２２）（２２）（１９）（２２）（２７）（２１）（２２）（１１）（２６）（２２）（２７）（９）（４４）

�退職者の補充にとどめ
る １５ ７ １７ － ６ ０ １８ １１ ３０ １９ ０ １１ ２７

（１７）（２０）（２５）（１１）（１３）（２９）（１５）（１１）（２６）（７）（９）（２７）（１７）

	景気動向を重視する ９ ５ ０ － ６ １４ １０ １１ ９ － １３ ２２ ５
（１０）（１１）（１３）（－）（１３）（１４）（１０）（１１）（１９）（－）（－）（２７）（６）


その他 １ － － － － － １ － － － － － －
（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

〈表４〉企業の新規採用決定要因（複数回答n=172）
（単位：％）

今春に新規採用を実施した企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�随時、中途採用する
① ① ① ① ① ① ① ② ① ① ① ①
５４ ４６ ６１ ３９ ５３ ２３ ５７ ５３ ５３ ５４ ７７ ５６ ５５
（５３）（４５）（４６）（５０）（５３）（２２）（５６）（５３）（４９）（６３）（６１）（６０）（６０）

�現従業員で十分である
② ② ② ① ② ① ② ① ② ②
３３ ４３ ５０ ３９ ３７ ４６ ２９ １４ ５９ ３８ ２７ １１ １４
（３６）（３４）（４１）（２０）（３３）（３３）（３７）（２０）（５１）（３３）（３９）（６０）（３６）

�募集したが、採用した
い人材がいなかった

② ② ②
１８ ２１ １１ － ３２ ３９ １７ ３１ ６ ８ １４ ２２ ２１
（１６）（１１）（－）（１０）（１３）（３３）（１８）（３０）（１２）（１５）（１１）（－）（２０）

�教育・訓練に時間がか
かる １０ １０ － １５ １１ １５ １０ ２８ ６ ４ ５ １１ ３

（１５）（１１）（１４）（３０）（－）（－）（１７）（３３）（５）（１５）（２２）（４０）（４）

�パート・アルバイトを
活用する

①
１５ １０ ６ １５ １１ ８ １７ １１ １２ ２５ １４ ５６ １４
（１３）（１４）（１４）（３０）（－）（２２）（１２）（１０）（５）（３３）（－）（４０）（８）

�採用する余裕がない １０ １０ １１ １５ － １５ １０ １１ １２ １７ － １１ ７
（５）（１１）（９）（３０）（７）（－）（３）（－）（２）（７）（－）（－）（８）

�その他 ７ ５ － ２３ － － ８ ８ ６ ４ ９ １１ １０
（６）（９）（９）（－）（１３）（１１）（５）（８）（５）（－）（１１）（－）（４）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�必要があれば随時、中
途採用する

８４ ８６ ８３ ８３ ８８ ８６ ８３ ８８ ６８ ８２ ８８ ８９ ８６
（８０）（７６）（６９）（８９）（７３）（７７）（８１）（８１）（５０）（８５）（１００）（１００）（９４）

�中途採用はしない ２ ２ － １７ － － ２ ３ ９ － － － －
（５）（９）（６）（－）（２０）（８）（４）（３）（１２）（４）（－）（－）（－）

�未定 １４ １２ １７ － １２ １４ １５ １０ ２３ １９ １３ １１ １４
（１５）（１５）（２５）（１１）（７）（１５）（１５）（１６）（３８）（１１）（－）（－）（６）

〈表５〉今春新規採用しなかった企業の理由（複数回答n=217）
（単位：％）

今春に新規採用を実施しなかった企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績

〈表６〉新規採用実施企業の中途採用計画（n=170）
（単位：％）

※今春に新規採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�積極性
① ① ① ① ① ① ① ① ③ ② ① ①
８１ ８３ ８３ ８３ ７７ １００ ８０ ９０ ７４ ７８ ８８ ８９ ６４
（７２）（６６）（７１）（３３）（６７）（７９）（７５）（７６）（７７）（６７）（９０）（７０）（７８）

�協調性
② ② ③ ③ ① ③ ② ② ① ① ② ③ ①
７６ ６７ ６７ ６７ ７７ ４３ ７９ ８３ ７８ ８２ ７５ ６７ ７３
（７２）（７３）（８２）（４４）（８０）（７１）（７１）（６８）（７３）（５９）（７０）（８０）（８９）

�責任感
③ ② ③ ③ ② ①
６６ ５５ ５８ ５０ ４１ ８６ ７０ ８１ ７０ ５２ ７５ ８９ ６４
（６９）（６６）（５３）（４４）（８０）（７９）（７１）（８４）（５４）（６３）（６０）（７０）（８３）

�誠実性
③ ③ ③ ③ ③ ① ①

６５ ５７ ６７ ６７ ５３ ４３ ６８ ７８ ７８ ５９ ３８ ３３ ７３
（６５）（６２）（６５）（３３）（６７）（７１）（６６）（７４）（５８）（５９）（７０）（６０）（７２）

�コミュニケーション能
力

③ ② ① ③ ③ ③ ①
６３ ５７ ７５ ８３ ４７ ２９ ６５ ８１ ５２ ６３ ５０ ３３ ７３
（６１）（５６）（６５）（４４）（６７）（４３）（６４）（５０）（６９）（７８）（６０）（４０）（７８）

�一般常識
③ ③

４１ ３３ ３３ ５０ ２４ ４３ ４３ ５１ ３５ ２６ ５０ ４４ ５５
（４２）（２４）（２９）（１１）（１３）（３６）（５０）（５０）（４６）（４４）（７０）（５０）（５６）

�自立性 ２２ ２６ ３３ － ３５ １４ ２０ ２２ ４４ ４ １３ ２２ １４
（２９）（２９）（２４）（２２）（５３）（１４）（３０）（２９）（３９）（１５）（４０）（２０）（３９）

	専門知識 １３ １２ １７ １７ ６ １４ １３ ２２ ４ － － １１ ２７
（１４）（７）（－）（１１）（１３）（７）（１６）（２６）（１２）（７）（－）（２０）（２２）


地元出身者である １３ ７ ０ ３３ ６ － １５ １５ ９ １５ ２５ ２２ １４
（８）（９）（６）（３３）（－）（７）（８）（８）（１２）（１５）（－）（－）（－）

�リーダーシップ １１ １０ ２５ １７ － － １２ ５ １７ １５ １３ － １８
（１１）（６）（－）（－）（７）（１４）（１３）（１３）（１５）（１５）（－）（－）（２２）

�学業成績 ６ ５ ８ － ６ － ６ － １３ ４ １３ １１ ９
（３）（２）（６）（－）（－）（－）（４）（８）（－）（４）（－）（－）（６）


公的資格がある ５ ２ － － ６ － ５ ５ － ４ １３ － １４
（３）（－）（－）（－）（－）（－）（５）（３）（－）（４）（１０）（１０）（１１）

�その他 １ － － － － － １ ２ － － － － －
（２）（－）（－）（－）（－）（－）（２）（３）（－）（－）（１０）（－）（６）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�増員する ３３ ２８ １３ ２６ ４０ ３０ ３４ ４３ ３２ ２２ ２６ １２ ４９
�変わらない ５７ ６０ ６８ ７４ ５７ ４０ ５７ ５５ ６１ ５８ ５５ ８２ ４５
�減員する １０ １２ １９ － ３ ３０ ９ ２ ７ ２０ １９ ６ ６
雇用方針DI（A－C） ２３ １６ △６ ２６ ３７ ０ ２５ ４１ ２５ ２ ７ ６ ４３

前年同時期DI ２７ ２３ １８ ２６ ３０ １７ ２９ ４３ ２２ ２４ ２４ １２ ２８

〈表７〉採用する際の重視項目（複数回答n=172）
（単位：％）

※今春に新規採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績

〈表８〉今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DI）（n=397）
（単位：％）

特別調査
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今回の調査では、企業の人手不足感がバブル期ピークに迫る水準となりました。従業員の

高齢化や年齢構成のゆがみも意識される中、採用に対しては企業の積極的な姿勢が見られて

いますが、応募者の減少や雇用条件のミスマッチにより、予定にそった採用が難しくなって

いるとの声も聞かれました。そのような環境の中、高齢者の活用や、待遇およびワークライ

フバランスの改善、社内教育を通じた従業員の確保・育成もさらに意識されるようになって

きています。以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．人手不足に関する意見

＜食料品製造業＞ ２年ほど前から人手不足

が続いている。地方での雇用確保は都市部に

比べ厳しい。雇用確保のため、住環境や待遇

の改善を進めているが限界があり、町全体で

どうしていくべきか真剣に考える必要があ

る。

＜食料品製造業＞ 現状は人手不足である

が、この状況がいつまで続くか見通せず雇用

できないでいる。

＜木材・木製品製造業＞ 高齢者の再雇用に

より人手不足を補っている。技術者が高齢と

なってきており、技術の継承をするため若い

人材を募集しているが応募は少ない。また、

採用しても離職率が高く苦慮している。

＜コンクリート製品製造業＞ 定年退職者が

続く予定なので早期に人員の補充をしたい

が、当社にマッチする人材の応募が少ない。

＜その他製品製造業＞ パート従業員の確保

が難しくなっており、新卒者採用を行った。

今後は教育をしっかり行い戦力となるように

育てたい。

＜建設業＞ 技術者の確保が難しくなってい

る。新規採用、中途採用とも積極的に行って

いるが応募は低調である。

＜建設業＞ 新規採用したいが育てる余裕が

ないため、中途採用の対応となっている。し

かし、中途採用においても技術者が不足して

おり、今後は教育できる体制を整備して来年

度は新卒者採用にあたることを予定してい

る。

＜建設業＞ 高校卒業の就職希望者が進学に

より減っている。加えて土木建設業への就職

希望者も減少しており、将来の技術者確保が

厳しくなっている。普通高校から採用し育成

を重点的に進めていく。

＜機械卸売業＞ 人手不足のため外注が多く

なり利益が減少している。このため、新卒や

中途採用とも募集しているが応募が少ない。

また、最近の採用者は離職率が高い傾向にあ

る。働き方改革にみられるように労働者の意

識も変わりつつあるが、当社の方が対応しき

れていないと感じる。

経営のポイント

高齢者活用や待遇改善等で人手不足に対応
〈企業の生の声〉
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２．新規・中途採用、採用見通し等

＜その他小売業＞ レジ打ちなどのパート従

業員が不足している。賃金水準の低さもあっ

て人が集まらず、残業増加などの理由で退職

者も発生している。正職員としての採用や短

時間勤務など処遇改善を図り離職率を下げる

ようにしていきたい。

＜運輸業＞ 運送業界は若手ドライバーが不

足している。免許証を持たない新卒者が増加

しており自社で養成し免許取得をさせること

で人材の確保に努めている。

＜運輸業＞ 労働力確保が最大の課題であ

る。人材確保については社宅などの整備を実

施、閑散期などは、販売先と協力体制を組み

一体となり労働力の確保をしていく。

＜廃棄物処理業＞ 求人をしても思うように

人材確保ができない。賃金を見直している

が、既存職員との関係もあり人件費が上昇し

ている。売上に比例しない固定費の上昇を危

惧している。

＜建物管理サービス業＞ 人材不足が問題と

なっているが、採用しても権利の主張が多

い。また、離職率も高く厳しい状況である。

今いる人材で収益率を上げていく努力をす

る。

＜食料品製造業＞ 採用は積極的に行ってい

るが、新卒者、中途採用者ともに応募が少な

いため苦慮している。

＜食料品製造業＞ 新幹線開業の効果が、い

つまで続くか分からず積極的な採用は難し

い。人材育成に注力し少数精鋭の体制を整え

ていく。

＜木材・木製品製造業＞ 採用では積極性に

欠け、失敗を恐れる人が多くなってきている

と感じる。

＜機械製品製造業＞ 新規採用者の定着率が

悪いため、早期退職を見込み、多めの人員を

採用している。入社時から計画的に当社の有

用な社員として訓練を工夫し将来にわたり育

てていく方針。

＜その他製品製造業＞ 新卒者の採用はして

いない。受注状況に応じて資格者（危険物取

扱者、フォークリフト、車両運転資格など）

を中途採用している。

＜建設業＞ 建設関連の大学の学部生が少な

いため、応募者は全員採用しており、質の面

での心配がある。また、初任給の引上げなど

により人件費が増加しているため、利益率は

低下している。

＜食材卸売業＞ ６５歳まで雇用を延長してい

るため採用は控えている。

＜機械器具卸売業＞ 採用については将来の

年齢構成と今後の業況を考え検討していく。

また、事業の拡大を検討しており、即戦力の

中途採用者も考えている。将来を見据えた体

制を作っていきたい。

経営のポイント
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３．雇用全般に関する意見

＜建設関連サービス業＞ 当社の労務系社員

は特殊技能を要するため、新卒者では戦力と

ならず、これまでは中途採用が主であった。

しかし、年齢構成のバランスが崩れてきてお

り新卒者の採用を積極的に受入れていく。ま

た、教育や研修により特殊技能を習得できる

環境を整えていく。

＜建設関連サービス業＞ 年齢構成の是正が

必要であり新卒者を採用した。人材仲介業者

とのつながりにより、人材情報の量が増え有

用である。

＜建設関連サービス業＞ 当社職員の平均年

齢は高く、新卒者の採用、職種によって中途

採用を継続しながら業務遂行できる状態を維

持する。また、各部門間の互換性を向上させ

るようにしたい。

＜廃棄物処理業＞ 資格が必要な業種であり

即戦力となる中途採用が中心である。６５歳定

年としたことから、新卒者の採用はしていな

い。

＜建設業＞ 高齢者をどのように活用してい

くか大きな課題である。しかし、給与などの

処遇面と仕事内容の整合性、労働意欲の保持

の問題などで苦慮している。

＜資材卸売業＞ 人件費はコストの中でもウ

エイトが高く、かつ正社員の場合は固定化す

るので慎重に対応している。ただし、定年退

職を見越し、年齢構成を考慮した採用に心が

けなければ将来のリスクを抱える要因とな

る。良い人材を確保したいが、小規模事業者

は限界がある。

＜資材卸売業＞ 学校教育の中で社会人、職

業人としての自覚教育がなされていないと感

じる。企業が若手教育の場を作っていく必要

がある。

＜食品卸売業＞ 従業員とのコミュニケー

ションをとり、退職時期や体調など確認をす

るようにしてきたことから、突然退職される

ことはなくなり、人的な投資を見通すことが

可能となってきた。

＜その他小売業＞ 休日勤務等の理由で募集

しても応募が少ないため、希望に沿った勤務

時間・形態の導入をして人材確保を図ってい

く。

＜その他小売業＞ 労働環境の改善が急がれ

る。深夜営業の廃止なども必要と考える。ま

た、性別・国籍・年齢・経験の有無にかかわ

らず採用していきたい。

＜その他サービス業＞ 政府が進めている働

き方改革実現会議の方向性は、労働集約型の

我々の業界ではハードルが高くなることが予

想される。若い人たちが当社で働きたいと言

われるようなワークライフバランスのとれた

職場を目指す。

経営のポイント

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０１７年６月号
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― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１７年６月号

１．はじめに

最近、経営者の方々から「従業員を雇っても長続きしない」「求人を出しているが反応がない」

などのお話を聞く機会が増えています。しかし「従業員が長続きしない」「掲載した求人に応募が

来ない」という現実を真摯に受け止め、社内で改善に向けた検討を行い、効果的な対応策を打ち

出せている企業はまだ少ないようです。私も企業の労務面の改善のために、新入社員への研修や

職場環境の整備などのお手伝いをさせていただいていますが、「うちの会社のやり方はこうだか

ら…」とか、「この業界はこういう慣習だから…」という固定観念に縛られ、簡単に問題解決と

はいかないのが実状です。

企業が培ってきた歴史や業界の慣習は確かに重要なものです。しかし、それを重視するあまり

人手不足の状況が長期化すると、既存社員への業務負担が増し、離職の連鎖を招くことになりま

す。このような負のスパイラルが、経営に深刻な影響を与えることは容易に想像できます。従来

の採用方法や職場環境を見直し、変えられる企業だけが、有能な人材を採用し、存続できるとい

う時代になってきているのです。

そこで、本稿では「新卒者の離職状況と人手不足による企業経営への影響」「求人や採用のポイ

ントと新入社員の定着化の取組」についてご紹介します。

２．離職の現状と経営への影響

�新卒者の離職率について
経営者や採用担当者は時間と経費を投じて、必死に新卒者の採用活動に取り組んでいます。し

かし、内定を出しても、辞退されるというケースもあり、現実はなかなか上手くはいかないもの

です。内定者が辞退する理由として、「より志望順位の高い他社の内定が決まった」という理由

が最も一般的ですが、「当初聞いていた条件と違った」「会社の雰囲気が良くなかった」などの理

由で辞退することもあり、企業側は「入社までが採用活動である」と考えておかなければなりま

せん。

厚生労働省が入社後３年以内の大卒者を対象に調査を行ったところ、就職者数の約３割が３年

以内に離職していることがわかりました。また同調査においては、入社後２年以内で就職者数の

約２割、１年以内は約１割と、入社から１年を経過するごとにおよそ１割の新卒者が離職してい

ます。この調査結果からも、新卒者の企業への定着は非常に難しい課題と言えるでしょう。

経営のアドバイス

新入社員の定着化に向けて
株式会社 むらずみ経営

社会保険労務士法人 むらずみ総合事務所
人事コンサルタント 對馬 直樹
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― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年６月号

学
歴 卒 業

就職者数
（人）

３年目までの離職者数（人） ３年目までの離職率（％）

１年目 ２年目 ３年目 １年目 ２年目 ３年目

大
学

平成２１年３月 ４２９，０１９ １２３，５８２ ４９，２９５ ３８，０８３ ３６，２０４ ２８．２ １１．５ ８．９ ８．４

平成２２年３月 ３６５，５００ １１３，３９０ ４５，８６４ ３６，５０８ ３１，０１８ ３１．０ １２．５ １０．０ ８．５

平成２３年３月 ３７７，６０６ １２２，１９７ ５０，７０４ ３８，１６６ ３３，３２７ ３２．４ １３．４ １０．１ ８．８

平成２４年３月 ３９８，３２０ １２８，７１４ ５２，２０４ ４０，９８１ ３５，５２９ ３２．３ １３．１ １０．３ ８．９

平成２５年３月 ４１２，６３６ １３１，７６３ ５２，９５９ ４１，４４７ ３７，３５７ ３１．９ １２．８ １０．０ ９．１

平成２６年３月 ４２７，８２７ ９７，５９８ ５２，６６５ ４４，９３３ ２２．８ １２．３ １０．５

平成２７年３月 ４４１，３４４ ５２，１０９ ５２，１０９ １１．８ １１．８

◆新規学校卒業就職者の在職期間別離職状況（１）

（出所）厚生労働省ホームページ

66.6%

40.9%50.0%

60.0%

70.0%

24.3%
17.3% 14.1%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0% 34.0%

◆人材（人手）不足の現状等に関する調査及び働き方のあり方等に関する調査（２）

人材（人手）不足の原因

（出所）独立行政法人 労働政策研究・研修機構 資料

�人材（人手）不足の原因と経営への影響
「人材（人手）不足の現状等に関する調査及び働き方のあり方等に関する調査」（独立行政法人

労働政策研究・研修機構実施）では、人手不足が生じていると回答した企業は全体の５２．１％。

そのうち人手不足が経営に深刻あるいは一定の影響を及ぼしているとする割合は６６．２％となって

います。主な原因として「人材獲得の激化」が挙がっており、これは採用活動が難しくなってき

ていることを表しています。また、職場の人手不足感と、今後の職業生活に対する希望の関係を

みたところ、人手不足をより強く感じている企業の社員ほど、現在の勤務先にはこだわらない

（４人に１人が転職希望）とした結果も出ています。つまり人手不足問題を解消出来ない企業

は、離職が更なる離職を生み出すという悪循環に陥る可能性が高いということです。
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１７年６月号

需要の増加に対応出来ない（受注を見送り・先送りせざるを得ない） ４５．４％

技術・ノウハウの着実な伝承が困難になっている（後継者の確保・育成が覚束ない） ４１．５％

事業運営上に支障を来たしている（遅れやミスの発生、クレームの増加等） ３７．０％

募集賃金の上昇や既存人材の処遇改善、時間外労働の増大等で人件費が増加している ３６．６％

新規事業への着手や事業拡大計画が停滞している ２２．２％

事業の縮小を迫られている（事業所の閉鎖や営業時間の短縮、商品・サービスの削減等） １０．２％

外注化や事業の海外移転、機械化・自動化等、業務工程等抜本的な改革が必要になっている ８．０％

◆人材（人手）不足が会社経営に及ぼしている影響（２）

【人材（人手）不足が企業経営に影響を及ぼしている／今後、生じる恐れがある企業１，１５６社】

（出所）独立行政法人 労働政策研究・研修機構 資料

人手不足問題によって、「需要の増加に対応できない」「技術・ノウハウの着実な伝承が困難に

なっている」など企業経営に深刻な影響が生じており、企業は早急に人手不足問題を解消し、既

存社員が安心して働ける職場環境の提供を行う必要があります。

３．採用のミスマッチを防ごう！

�求人票作成のポイント
新入社員の早期離職の原因として、採用活動の過程での、企業が期待する新入社員像と応募者

が理想とする企業像のミスマッチがあげられます。このミスマッチを未然に防ぐためには、まず

求人票の作成に注意を払う必要があります。求人票は、企業と応募者を最初に引合せる重要な

ツールです。求人票の内容が抽象的だと、応募者が捉える企業や仕事のイメージも抽象的なもの

になり、ミスマッチが起こりやすくなります。求人票作成で重要なポイントは、企業や仕事に関

する情報を応募者に明確に伝えることです。そのためには、応募者側が求める情報に関心を持つ

ことが必要です。

ハローワークで「応募者が求人票の何処を見ているか」を調査した結果によると、応募者が１

番目に見ている箇所は「仕事内容」、２番目が「労働時間・休日」、３番目が「賃金」となってい

ます。これらの情報を明確に伝えている求人票になっているか否かで、応募者の反応に格段の差

が出てくることでしょう。

また、応募者の関心を引く具体的な方法として職場内の写真、働く仲間のコメント掲載などが

あります。応募者が事前にホームページで企業情報を閲覧することが常識となっている昨今で

は、ホームページの求人ページを充実させることは非常に効果的です。労働条件や職場の雰囲気

を的確に表したホームページの作成は、採用のミスマッチを防ぐ第一歩となります。

注意していただきたいのは、応募者の関心を惹くため事実と大きく異なる内容で求人票を掲載

するという行為です。求人票は法令を遵守した内容で作成しなければならないことは当然です

が、事実と異なる内容で採用を行っても、社員の定着化には繋がらないということを認識するこ

とが必要です。

�採用面接のポイント
多くの企業で採用面接を実施していますが、採用面接は入社前に直接応募者に会うことができ
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１７年６月号

１ 引き出すこと 応募者の良さを引き出し、評価すること

２ 評価されること 応募者に「この企業に入社したい」と評価されること

３ 情報提供すること 企業の情報や面接官の経験等を提供し、応募者の関心を引くこと

４ つなぐこと 「この企業に入社したい」という意志を継続させること

５ 決断させること 「この企業に入社する」という意志を決断させること

◆面接官が担う５つの役割

るため、採用のミスマッチを防ぐためには非常に重要な場となります。応募書類である履歴書や

エントリーシートの作成ノウハウは、学校やハローワークまた書籍などでしっかり教示されてい

るため、応募書類から本人の適性や人柄を読み解くのは至難の業です。面接官は書類だけでは把

握出来ない情報を得るため、次の「面接官が担う５つの役割」を十分認識してから採用面接に望

むことをお薦めします。

この５つの役割を認識し、応募者の良さを引出して評価を行い、応募者にも「この企業に入社

したい」と評価され、最終的に入社の意志を決断させることが重要です。具体例として、「面接

官自身の経験談を織り交ぜて話をする」「良い企業であることを熱く語る」など応募者と距離感を

縮められるような面接の進め方が効果的です。

次に面接前の事前準備も重要です。複数人で面接を実施する場合、「採用したい人物像を明確

にしておくこと」や、「評価にバラつきが出ないよう面接官全員で情報を共有すること」が必要

です。また必須の確認事項は事前に決めておき、面接の進行表などで管理し、確認漏れがないよ

う注意することも必要となります。事前準備をしっかり行うことで気持ちに余裕を持ち、応募者

がリラックスして面接を受けられる環境の提供ができると、より多くの有益情報が得られること

でしょう。

一方、応募者の関心を引くために、面接担当者が独断で“入社のためのハードルを下げてしま

う”ことは、絶対に避けなければなりません。面接で企業の良い面を過剰に強調し、あたかも簡

単な業務内容であると誤認させるような面接を行ってしまうと、新入社員が入社後のギャップに

戸惑い、本人に非の無いミスマッチを引き起こすことになります。そうならないためにも、事前

に「採用したい人物像」や「入社後の業務内容と育成方針」などを企業内で明確にしておくこと

が重要です。

また、応募者の適性を引き出す方法として「深堀り」があります。「深堀り」とは一つの事柄

（例えば学生時代のアルバイトなど）に対して突詰めていく方法です。応募者がその活動に対し

てどれだけ真剣に取り組んだのか、目標を成し遂げるためにどのような行動をとったのか、共鳴

する仲間を作ることが出来たのか等を聞き取り、応募者の仕事への取り組む姿勢やコミュニケー

ション能力について判断します。

さらに、中途採用者の採用面接においては、「前の職場を長く勤められた理由」を聞くことも

ミスマッチを防ぐために効果的な手法です。採用担当者側からすれば「前の職場を退職した理

由」の方に関心があると思いますが、「長く勤められた理由」を聞くことで応募者が求める職場

環境を把握し、自社に合うかどうかの判断材料にすることができます。退職した理由を聞いたと
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― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１７年６月号

ころで本音を引き出すことは難しいですが、長く勤めた理由については本音で語ってもらえる

ケースが多く、そこから退職した理由が見えてくることもあります。

応募者の潜在能力を引き出すことは簡単ではありませんが、ミスマッチを防ぐにはとても重要

な作業ですので、事前準備や役割、手法を十分に理解されてから採用面接に臨まれることをお薦

めします。

４．新入社員の定着化のために

�採用後のフォローが定着率アップに繋がる！
入社後の対応の如何によっては、苦労して採用した社員の早期退職に繋がってしまうことがあ

ります。入社後仕事は徐々に教えていくことになりますが、企業のルールなどについてもしっか

りと説明する必要があります。仕事優先でこの説明を後回しにしてしまうと新入社員は分からな

いことばかりで、不安な毎日を過ごすことになりますので、入社後早い段階で服務規律など企業

のルールを教える機会を持つことが重要です。

近年では、新入社員の育成のために専任者をつけるメンター制度を採用する企業が増えていま

す。比較的入社年次の近いメンターをつけることで、新入社員にとってはいつでも相談できる相

手がおり、企業側も新入社員の状況を把握しやすくなるため、定着率アップには非常に効果的で

す。ただし、専任のメンターに任せきりではなく、他の先輩や上長が日々の声掛けや定期的な面

談を行うなど、職場全体で新入社員に目をかけ、育てていくことが重要です。第三者が積極的に

関与することにより、専任のメンターだけでは知りえない新入社員の意外な一面や本音が見えて

くることがあります。

また、新入社員は、自らの仕事がどの程度の価値があるものなのかが判断しづらい立場にあり

ます。いつまでも自分の仕事に価値を見いだせないでいると、やり甲斐や将来性を求めて社外に

目を向けるようになります。そうならないためには、入社後早い時期に仕事の全体像と新入社員

が担当する仕事の位置づけ、その仕事が社会にとってどれほどの価値があり企業にどの程度の利

益をもたらすのかを示してあげることが大切です。

昨今の新入社員育成の現場においては、仕事の指示を出すときは「作業工程を教えたうえで上

司または先輩がやって見せてから」ということが常識になりつつあります。「まずは自分で考えて

やってみろ」「技術は目で見て盗め」という環境を経験してきた方からすれば甘やかし過ぎと感じ

るかもしれませんが、ある程度仕事の流れや全体像が見えてくれば、自ら考えて行動できるよう

になりますので、これが現在の育成と定着のための近道であると意識を改革することが必要です。

これらの企業側の丁寧な対応により、自身の仕事に誇りを持ち愛社精神が芽生えてくれば、定

着率アップは確実なものとなるでしょう。

�人材定着に有効な取組について
既に人材定着化に向け様々な取組を実行している企業もあります。後記の『人材定着化への取

り組みの有効性』調査では「賃金の向上」や「休暇制度の徹底（週休２日・長期休暇）」などが

有効な取組例として上位に挙げられています。その一方で、無効である取組として「子育て支
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取 組 方 法 有効 無効
賃金の向上（基本給・ボーナス）（n＝２，８５５） ７０．８ ２９．２
職場環境の美化・安全性の確保（n＝２，７６７） ６５．２ ３４．８
雇用の安定化（n＝２，７２８） ６３．７ ３６．３
資格取得支援（n＝２，８０５） ６０．０ ４０．０
興味にあった仕事・責任のある仕事の割当（n＝２，７９３） ５９．５ ４０．５
休暇制度の徹底（週休２日・長期休暇）（n＝２，８２３） ５７．０ ４３．０
社外セミナー（n＝２，７５９） ４８．１ ５１．９
研修制度の充実（n＝２，７６２） ４５．８ ５４．２
労働時間の見直し（n＝２，８１８） ４４．７ ５５．３
サークル活動・社員旅行（n＝２，７８０） ４２．１ ５７．９
ハラスメント対策（セクハラ・パワハラ・マタハラ等）（n＝２，７４６） ３８．２ ６１．８
子育て支援（n＝２，７７０） ３７．０ ６３．０
介護休暇（n＝２，７４６） ３４．７ ６５．３
技術やノウハウの見える化（文書化・動画化）（n＝２，７３１） ３３．２ ６６．８
社外との人材交流（n＝２，７４６） ３３．０ ６７．０
計画的なOJT・メンター制度の実施（n＝２，７０８） ３１．７ ６８．３
人事制度の明確化（キャリアプランの明確化など）（n＝２，７４７） ２８．５ ７１．５
住宅補助（n＝２，７４６） ２７．５ ７２．５
在宅勤務・テレワークの導入（n＝２，７３１） ９．２ ９０．８

◆人材定着化への取り組みの有効性（３）

（出所）中小企業庁委託「中小企業・小規模事業者の人材確保と育成に関する調査」（２０１４年１２月、�野村総合研究所）

援」や「介護休暇」を挙げている企業が多いという結果が出ています。これは、育児や介護を担

う世代の労働者の雇用の確保を軽視している企業がまだまだ多いということを意味しています。

育児・介護休業制度の実施実績は、学生が長く働く企業を選択する際の判断要素の一つとなっ

ていることから、今後「子育て支援」や「介護休暇」などを有効な取組として認識し、取り入れ

ていかなければ企業の永続が困難となってくることでしょう。

なお、採用面においては、少子高齢化に伴う労働力人口の減少が人手不足の大きな原因の一つ

であることを考えると、働き手の確保のために子育て世代の女性や高年齢者を活用できる環境を

いち早く整えた企業が有利になってくることは言うまでもありません。

５．おわりに

新入社員の定着化はとても難しい問題です。新入社員の定着化を図るためには、ポイントを押

さえた求人票の作成や採用面接に取り組んでいただき、ミスマッチのない採用を行うことが重要

です。しかし、新入社員を採用することが目的ではなく、新入社員が社内で順調に育ち、定着す

ることが企業の永続には必要となります。

本稿が企業の採用活動並びに定着化推進のヒントとなれば幸いです。

≪参考資料≫
�厚生労働省 「新規学校卒業就職者の在職期間別離職状況」より一部抜粋
�独立行政法人 労働政策研究・研修機構
‐人材（人手）不足の現状等に関する調査（企業調査）及び働き方のあり方等に関する調査結果‐
平成２８年６月Press Release

�㈱野村総合研究所「中小企業・小規模事業者の人材確保と育成に関する調査」 ２０１４．１２月 より
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経済コラム 北斗星

インバウンドと総合観光戦略
去る４月２０日、第３０回全国経済同友会セミナーが仙台市で開催された（参加者約１，２００

人）。「新たな創造のシナリオ（復興・地方創生へ向けて）」という総合テーマのもと、５つの
分科会に分かれてパネルディスカッションが開催され、北海道経済同友会は、広島経済同友
会と共同で第５分科会を担当。そのテーマが標題の「インバウンドと総合観光戦略」であっ
た。パネリストとして、経済同友会副代表幹事（観光立国委員会委員長）・ボストンコンサル
ティンググループシニアパートナー＆マネージングディレクターの御立尚資氏、広島経済同
友会代表幹事・森信建設株式会社社長の森信秀樹氏、東日本旅客鉄道株式会社（JR東日
本）鉄道事業本部・営業部担当部長の高橋敦司氏、北海道経済同友会幹事・野口観光株式会
社社長の野口秀夫氏の４氏が登壇、私が北海道経済同友会代表幹事として司会役を仰せつ
かった。
人口とGDPの減少圧力に晒される地方にとって、交流人口の拡大策として、あるいは新た
な成長産業として観光産業の育成は喫緊の課題であるが、とりわけ近年はインバウンドの拡
大に大きな期待が集まっている。政府においても昨年３月に策定された「明日の日本を支え
る観光ビジョン」において、２０２０年までに、訪日外国人旅行客を倍増の４，０００万人とする目
標を掲げている。こうした状況のもと、インバウンドの拡大を図り観光立国を目指す上で、
現状の課題と対応策を探るのが、本パネルディスカッションの目的であった。
パネラーの意見を集約すると、課題は概ね以下の４点に集約された。第１は、観光業の生
産性の向上を図ること。単に受入人数（量）に注目するのではなく、宿泊数や消費金額
（質）などに留意し、いわば「稼げる観光」を目指さなければならないこと。第２は、的確
なマーケティング（需要はモノからコトに変化）に基づいた魅力あるコンテンツを提供して
いかなければならないこと。とくにプロモーションの実施に際しては、的確なマーケティン
グに基づきターゲットを絞る必要のあること。第３は、急ぎ受入態勢の整備を図ること。出
入国管理・第２次交通・宿泊施設・多言語対応・Wi-Fi整備・カード決済の円滑化など、こ
の分野の課題は山積している。第４は、人手不足の中で急務となっている人材の育成を急が
なければならないこと。人手不足が深刻化する中で、専門性をもった人材の定着率向上を図
る必要があること（専門的なガイドの育成も急務）。この点に関し、北海道の野口社長か
ら、野口観光グループでは、明年、職業訓練学校を開設する準備を進めているとの報告があ
り注目された。
こうした議論を通じ、改めて強く認識させられたのは、サービス産業とりわけ観光業にお
ける生産性の向上である。２０１５年のデータで、日本は、外国人旅行者の受入人数で見ると世
界で１６位、国際観光収入では同１３位である。GDPに占める国際観光収入の比率はわずか
０．６％で、オーストリア４．９％、スペイン４．７％、フランス１．９％など、観光先進国と大きな差
がある。観光業を地方創生の主軸に据えていくということは、何を意味しているのか。今
後、観光業界においては、大規模な新陳代謝を伴う事業変革を覚悟しなくてはならない。地
域の「総合観光戦略」の推進役としての行政・観光団体には、このことを踏まえ、プロモー
ションに終始することのない的確な旗振りが求められる。

（平成２９年５月３日 北洋銀行会長 横内龍三）

ｏ．２５１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００　　　　　経済コラム　北斗星１３  2017.05.16 09.22.23  Page 22 



マーケット情報

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１７年６月号

【全体概要】
・３月の販売額は、４，５６１万円（前年同月比▲３．１％）、レジ客数２８，９４０人（同０．９％）、客単価
１，５７６円（同▲４．０％）。地元客を中心に昨年並みの客数を維持したものの、まとめ買いなどは
目立って見られず、客単価は伸びなかった。
・春休みではあるが観光オフシーズンでもあり、畜産加工品以外の水産品（同▲１０．５％）、菓子
類（同▲８．４％）など各部門の売上が減少した。個別の商品では、TVで紹介されるなどしたほ
たて昆布きんちゃくが売上を大きく伸ばしたほか、定番人気商品の美唄やきとりの売行きが好
調であった。
・４～３月の累計では、販売額は５億６，１４５万円（前年比▲１１．３％）。部門別では、日配品（同＋
１１．１％）が好調であったが、水産品（同▲１７．３％）、菓子類（同▲１７．４％）を始め、全体的に
前年を下回っている。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 渡島 ほたて昆布きんちゃく ６０２ ３４９ ２０９，７３８
２ オホーツク さざ波サーモン １，０６５ １５１ １６０，８１５
３ 檜山 ソフトだるまいか １，３８０ １０３ １１３，３００
４ 日高 とろろ昆布 ６００ １８４ １１０，４００
５ 宗谷 天然ホタテ貝柱 １，５７４ ６６ １０２，０６０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 美唄やきとり ６１９ ４０１ ２５９，０２５
２ 十勝 手作り餃子６００g ８９８ １８９ １６９，７２２
３ 十勝 手作り餃子１２００g １，６９４ ９４ １５８，８９８
４ 空知 特上ラム４００g ８８８ １０１ ８９，６８８
５ 石狩 放牧豚無添加ポークウインナー ２８４ ２１２ ８４，３７６

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 十勝 切干大根 ３７９ ５１５ １９４，９２３
２ 石狩 ほし甘いも ６００ ２４７ １４８，２００
３ 石狩 完熟トマト鍋スープ ５００ ２４５ １２２，０５０
４ 石狩 にしん漬け ５００ ８５０ １１６ ９８，４３０
５ 上川 わっさむペポナッツ１００g ９８０ ９０ ８８，２００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 渡島 トラピストバター １，１４３ ５２ ６２，４００
２ 後志 ニセコのむヨーグルト５００ml ３４３ １４０ ４７，７４４
３ 後志 クリスピーチーズ ３００ １４３ ４２，９００
４ 胆振 カチョカバロピッコロ ６３０ ６６ ４１，５８０
５ 根室 べつかいのコーヒー屋さん１８０ml １２０ ２９６ ３５，５２０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 じゃがポックル ８００ ９０４ ７４０，３７６
２ 十勝 マルセイバターサンド １０入 １，１１１ ３７４ ４４９，９２２
３ 石狩 白い恋人 １８枚 １，０５７ ４１８ ４３７，８３６
４ 十勝 マルセイバターサンド ５入 ５５６ ５９５ ３５７，５９５
５ 石狩 白い恋人 １２枚 ７０５ ４２０ ２９５，６８０

＜札幌店＞ 札幌市北区北６西４ JR札幌駅西通り北口 北海道さっぽろ「食と観光」情報館内
＜資料出典＞ 一般社団法人 北海道貿易物産振興会 ホームページ

http : //www.dousanhin.com/shop/sapporo_jr/index-supportdata.php
＜問合せ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 札幌店 【平成２９年３月分】

（１）水産品 【７１２万円】

（２）畜産加工品 【１５５万円】

（３）農産品 【４３４万円】

（４）乳製品 【１８５万円】

（５）菓子類 【１，６８６万円】

ｏ．２５１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００　　　　　マーケット情報  2017.05.16 21.29.48  Page 23 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２８年度 p９５．０ ０．１ p９８．６ １．１ p９４．２ △１．５ p９７．２ ０．８ p９８．０ △２．７ p１０２．０ △３．９

２８年１～３月 r ９３．７ △０．５ r ９６．２ △０．９ r ９３．６ △１．４ r ９４．８ △１．９ r１０３．０ ２．７ r１１４．２ １．３
４～６月 r ９３．７ ０．０ r ９６．５ ０．３ r ９２．７ △１．０ r ９５．３ ０．５ r１０２．９ △０．１ r１１２．４ △１．６
７～９月 r ９５．０ １．４ r ９８．０ １．６ r ９４．６ ２．０ r ９６．３ １．０ r ９８．６ △４．２ r１０９．９ △２．２
１０～１２月 r ９５．４ ０．４ r ９９．８ １．８ r ９４．８ ０．２ r ９８．６ ２．４ r ９６．７ △１．９ r１０７．３ △２．４

２９年１～３月 p９６．０ ０．６ p９９．９ ０．１ p９４．３ △０．５ r ９８．４ △０．２ p１００．３ ３．７ p１０９．８ ２．３
２８年 ３月 r ９４．１ ０．５ r ９６．４ １．２ r ９４．８ １．８ r ９５．１ １．３ r１０３．０ ０．２ r１１４．２ １．６

４月 r ９３．８ △０．３ r ９６．８ ０．４ r ９３．７ △１．２ r ９５．４ ０．３ r１０３．８ ０．８ r１１２．６ △１．４
５月 r ９２．２ △１．７ r ９５．６ △１．２ r ９１．２ △２．７ r ９４．７ △０．７ r１０２．９ △０．９ r１１２．８ ０．２
６月 r ９５．２ ３．３ r ９７．０ １．５ r ９３．３ ２．３ r ９５．７ １．１ r１０２．９ ０．０ r１１２．４ ０．４
７月 r ９５．３ ０．１ r ９７．０ ０．０ r ９４．２ １．０ r ９６．０ ０．３ r１０２．２ △０．７ r１１０．５ △１．７
８月 r ９４．３ △１．０ r ９８．３ １．３ r ９３．６ △０．６ r ９６．２ ０．２ r１００．８ △１．４ r１１０．５ ０．０
９月 r ９５．３ １．１ r ９８．６ ０．３ r ９５．９ ２．５ r ９６．８ ０．６ r ９８．６ △２．２ r１０９．９ △０．５
１０月 r ９４．４ △０．９ r ９８．９ ０．３ r ９３．９ △２．１ r ９７．９ １．１ r ９７．２ △１．４ r１０８．５ △１．３
１１月 r ９６．０ １．７ r ９９．９ １．０ r ９５．２ １．４ r ９８．９ １．０ r ９５．８ △１．４ r１０６．６ △１．８
１２月 r ９５．８ △０．２ r１００．６ ０．７ r ９５．２ ０．０ r ９８．９ ０．０ r ９６．７ ０．９ r１０７．３ ０．７

２９年 １月 r ９４．６ △１．３ r ９８．５ △２．１ r ９２．９ △２．４ r ９７．８ △１．１ r ９９．６ ３．０ r１０７．４ ０．１
２月 r ９６．８ ２．３ r１０１．７ ３．２ r ９５．３ ２．６ r ９９．２ １．４ r１００．４ ０．８ r１０８．１ ０．７
３月 p９６．５ △０．３ p９９．６ △２．１ p９４．７ △０．６ p９８．１ △１．１ p１００．３ △０．１ p１０９．８ １．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２８年度 ９５３，９０１ ０．４ １９５，２６３△１．１ ２０２，８５０ △３．５ ６５，６１１ △３．４ ７５１，０５１ １．６ １２９，６５２ ０．０

２８年１～３月 ２３４，６８５ ３．９ r ４８，２６３ １．７ ５３，０４４ △１．９ １６，６１２ △２．０ １８１，６４１ ５．５ r ３１，６５１ ３．５
４～６月 ２２８，３０５ ０．６ r ４７，１２１△０．９ ４６，２９０ △３．６ １５，３２０ △４．５ １８２，０１５ １．７ r ３１，８０１ ０．９
７～９月 ２３３，７５９ １．４ r ４７，４６９△１．６ ５０，４８５ １．９ １５，３７８ △３．７ １８３，２７４ １．２ r ３２，０９１ △０．５
１０～１２月 ２５７，５３８ ０．０ r ５３，１２５△０．７ ５５，１０３ △７．６ １８，６６７ △３．４ ２０２，４３５ ２．２ r ３４，４５９ ０．８

２９年１～３月 ２３４，２９９△０．２ ４７，５４７△１．５ ５０，９７２ △３．９ １６，２４６ △２．２ １８３，３２７ ０．９ ３１，３０１ △１．１
２８年 ３月 ８１，０３３ ２．２ r １６，４６３△０．２ １８，７０３ △２．５ ５，８３１ △３．２ ６２，３３０ ３．４ r １０，６３３ １．３

４月 ７５，５２３ １．２ r １５，４６０△０．１ １５，０８１ △３．６ ５，０１２ △４．０ ６０，４４３ ２．５ r １０，４４７ １．９
５月 ７７，１５２△０．６ r １５，９８２△１．９ １５，６０３ △４．６ ５，１２５ △５．４ ６１，５４９ ０．５ r １０，８５８ △０．１
６月 ７５，６２９ １．３ r １５，６７９△０．７ １５，６０６ △２．５ ５，１８３ △３．９ ６０，０２３ ２．３ r １０，４９６ ０．９
７月 ８１，２１９ ２．４ r １７，２１４ ０．９ １８，４０７ １．９ ６，１６５ △０．４ ６２，８１２ ２．６ r １１，０４９ １．７
８月 ７８，２６２△１．２ r １５，５４５△３．２ １５，２９０ △３．２ ４，５２９ △６．３ ６２，９７２ △０．６ r １１，０１６ △１．９
９月 ７４，２７９ ３．１ r １４，７１０△２．７ １６，７８８ ７．２ ４，６８４ △５．２ ５７，４９０ １．９ r １０，０２６ △１．４
１０月 ７８，０７４ １．６ r １５，９７０△０．６ １６，１１３ △７．２ ５，２４５ △４．６ ６１，９６２ ４．１ r １０，７２５ １．４
１１月 ７８，４２９ ０．４ １６，４７９△０．１ １６，４７９ △７．４ ５，７９６ △３．３ ６１，９４９ ２．６ １０，６８３ １．８
１２月 １０１，０３５△１．５ ２０，６７６△１．２ ２２，５１１ △７．９ ７，６２５ △２．６ ７８，５２４ ０．５ １３，０５１ △０．４

２９年 １月 ８１，３６１ ０．８ １６，７４３△１．０ １８，０８２ △２．４ ５，７４０ △２．２ ６３，２７９ １．７ １１，００３ △０．４
２月 ７２，５１１△０．５ １４，４９３△２．６ １５，２１９ △３．７ ４，７７４ △２．８ ５７，２９２ ０．３ ９，７１９ △２．６
３月 p ８０，４２７△０．７ p １６，３１１△０．９ p １７，６７１ △５．５ p ５，７３２ △１．７ p ６２，７５６ ０．７ p １０，５７９ △０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０１７年６月号

ｏ．２５１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2017.05.18 09.32.46  Page 24 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２８年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７０８ ５．６ ５７，６６８ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４

２８年１～３月 ３６，５０６ ４．４ １０，５４４△１．７ ５８，５９６ １１．８ r １３，６８７ ９．３ ２５，３３１ １．８ r ７，２９６ ２．０
４～６月 ３０，１７６ ３．１ ９，６９７△０．１ ５８，６１２ ９．２ r １４，２９７ ６．８ ３６，６８３ △０．１ r ８，８１７ ０．８
７～９月 ３４，０３１△０．１ １０，７０４△３．１ ６２，１１１ ５．２ r １４，５１１ ５．７ ３２，５４０ △０．５ r ８，１８５ △１．１
１０～１２月 ３６，０５１△２．５ １０，８８４△０．９ ６０，８５６ ４．１ r １４，７６３ ５．６ ３５，５２４ △３．５ r ８，７９３ △０．５

２９年１～３月 ３６，７２０ ０．６ １０，６９８ １．５ ６１，１２９ ４．３ １４，０９７ ３．０ ２４，７４５ △２．３ ７，２４５ △０．７
２８年 ３月 １３，５２０△０．３ ３，８１８△６．３ １８，５２８ １３．８ r ４，７４４ ７．８ ９，４６８ △１．３ r ２，６３０ ０．９

４月 １０，３３５ ５．５ ３，１３７△０．９ １９，２２３ １２．７ r ４，６７６ １０．７ １１，６８２ ０．０ r ２，９５０ ３．３
５月 ９，８７２ ０．５ ３，２２４△２．１ １９，０２８ ７．２ r ４，８２５ ４．５ １４，０１１ １．５ r ３，１４７ △１．４
６月 ９，９６９ ３．４ ３，３３６ ２．６ ２０，３６１ ７．８ r ４，７９６ ５．６ １０，９９０ △２．３ r ２，７２０ ０．７
７月 １１，５８０ ３．４ ４，２０２ １．６ ２０，７１０ ５．８ r ５，０４５ ７．１ １１，５１１ △１．１ r ２，９３６ ３．７
８月 １１，５３５△５．４ ３，３８３△１１．１ ２１，３７３ ５．０ r ４，８９３ ４．７ １１，０９９ △１．２ r ２，７８１ △２．８
９月 １０，９１６ ２．２ ３，１１９ ０．３ ２０，０２８ ４．９ r ４，５７３ ５．３ ９，９３０ ０．９ r ２，４６８ △４．３
１０月 １０，９０６ ３．９ ３，１２４ ２．４ ２０，０７８ ４．８ r ４，７９２ ５．３ １１，１９３ △１．７ r ２，７３８ △０．４
１１月 １０，８０７△４．０ ３，２５２△３．１ １９，９７７ ４．１ r ４，６８９ ５．８ １１，１１８ △３．６ r ２，７３７ ０．８
１２月 １４，３３８△５．８ ４，５０７△１．５ ２０，８０１ ３．３ r ５，２８２ ５．７ １３，２１３ △４．８ r ３，３１８ △１．７

２９年 １月 １２，８６９△１．７ ３，７１６△０．６ ２１，７８４ ６．５ ４，７０４ ５．４ ８，５０４ △１．５ ２，４３３ ０．０
２月 ９，７８１△１．２ ２，９６０△１．０ ２０，６０１ ５．０ ４，５３７ １．３ ７，１００ △１．８ ２，１８９ △２．０
３月 p １４，０７０ ４．１ p ４，０２２ ５．４ p １８，７４４ １．２ p ４，８５６ ２．４ p ９，１４１ △３．５ p ２，６２３ △０．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２８年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １３．２

２８年１～３月 １２６，８５５ ２．４ ２６，６７３ ５．２ ２５０，０７２ △１．６ ２８３，８７９ △２．５ ２，８７９ ５．８ ３７６ ３０．７
４～６月 １３４，７８９ １．１ ２８，２２０ ３．６ ２４７，１９８ △１．４ ２８０，６００ △１．６ ３，２００ ８．８ ２５５ ８．４
７～９月 １４８，９２２ １．４ ３０，２６３ ３．７ ２４３，１０２ △２．３ ２７３，８４１ △２．９ ４，１１１ ５．５ ３６２ １１．５
１０～１２月 １４１，７２３ ２．８ ２９，３００ ３．９ ２８６，５７０ ５．９ ２９０，４３２ △０．３ ３，１８７ ２．６ ３５９ １６．７

２９年１～３月 １２９，６７０ ２．２ ２７，４００ ２．５ ２６４，７４２ ５．９ ２７９，２７８ △１．６ ２，９８９ ３．８ ４１９ １１．５
２８年 ３月 ４４，０５７ １．１ ９，３７１ ３．５ ２６２，７５０ △５．８ ３００，８８９ △５．３ １，０３２ ５．６ ９５ １６．６

４月 ４３，１１４ ０．８ ９，１９０ ４．５ ２５６，１８９ △１．２ ２９８，５２０ △０．７ ９３５ １３．７ ７５ ８．１
５月 ４６，２８３ １．４ ９，５９３ ２．６ ２４３，９０３ △３．１ ２８１，８２７ △１．６ １，０９８ ６．１ ８４ △１．２
６月 ４５，３９２ １．０ ９，４３６ ３．８ ２４１，５０３ ０．２ ２６１，４５２ △２．７ １，１６７ ７．８ ９６ １８．５
７月 ５０，４４４ ０．０ １０，４１６ ３．８ ２４２，４３８ △０．３ ２７８，０６７ △０．９ １，３０３ ６．７ １４３ １０．０
８月 ５１，４１７ ２．１ １０，２９５ ３．４ ２４１，９９４ １．０ ２７６，３３８ △５．１ １，４７６ ５．１ １２２ ７．２
９月 ４７，０６１ ２．０ ９，５５２ ４．０ ２４４，８７４ △７．２ ２６７，１１９ △２．６ １，３３２ ４．８ ９７ ２０．２
１０月 ４８，２４８ ３．９ ９，８９３ ４．３ ２６６，５９８ ４．０ ２８１，９６１ △０．２ １，２１４ ５．２ １１５ １９．６
１１月 ４４，３５５ １．１ ９，３３２ ３．８ ２８０，６０４ ６．９ ２７０，８４８ △０．９ ９９９ ４．１ ９３ ２０．６
１２月 ４９，１２０ ３．３ １０，０７５ ３．７ ３１２，５０８ ６．７ ３１８，４８８ ０．１ ９７４ △２．０ １５２ １２．４

２９年 １月 ４３，７４５ ２．８ ９，１６０ ３．３ ２７８，４４０ １０．８ ２７９，２４９ △０．６ ９６１ ５．１ １６３ １７．２
２月 ４０，６６９ １．０ ８，５４２ ０．８ ２５１，８２２ ６．６ ２６０，６４４ △３．４ ９４４ １．１ r １４８ ４．８
３月 p ４５，２５６ ２．７ p ９，６９８ ３．２ ２６３，９６４ ０．５ ２９７，９４２ △１．０ １，０８４ ５．０ p １０８ １３．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１７年６月号

ｏ．２５１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2017.05.18 09.32.46  Page 25 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，８５９ ７．４ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２８年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５

２８年１～３月 ５，４１４ １１．４ ２，１６４ ５．５ ２８９ △１４．６ １０，２０５ △２．９ ２８，８３２ ３．４
４～６月 １０，７０６ １３．３ ２，４７１ ４．９ ５８０ １５．３ １１，９７６ △０．４ ２３，９１３ △６．５
７～９月 １０，７０７ ４．６ ２，５３１ ７．１ ５８６ △５．８ １１，８１１ ４．１ ２６，１３０ ６．５
１０～１２月 １０，１２６ ９．７ ２，５０７ ７．９ ３９９ １４．７ １０，８０３ ２．７ ２３，７２５ ３．６

２９年１～３月 ５，９７６ １０．４ ２，２３３ ３．２ ２４４ １５．６ １０，７０８ ４．９ ２８，５４６ △１．０
２８年 ３月 ２，６５０ １６．０ ７５７ ８．４ １７１ １８５．４ ３，５８９ ２０．７ １４，１７７ ３．２

４月 ３，５６６ ４．８ ８２４ ９．０ １３６ △２６．５ ３，２７９ △２３．２ ７，７２１ △８．２
５月 ３，６８４ ３２．９ ７８７ ９．８ １７９ ８．６ ４，４８４ １５．０ ６，７５７ △１１．７
６月 ３，４５６ ５．６ ８６０ △２．５ ２６５ ７３．４ ４，２１３ ９．１ ９，４３６ △０．９
７月 ３，３４３ △１．７ ８５２ ８．９ １７６ △２．７ ３，３４４ △１７．０ ７，８０４ ５．２
８月 ３，９３１ １３．９ ８２２ ２．５ １９８ △１１．７ ４，４５９ ２１．３ ７，３４４ １１．６
９月 ３，４３３ １．３ ８５６ １０．０ ２１２ △２．２ ４，００８ １０．１ １０，９８２ ４．３
１０月 ３，９９５ ２０．６ ８７２ １３．７ ２１０ ２４．６ ３，５１７ △５．６ ７，２６２ △５．６
１１月 ３，４９７ １０．８ ８５１ ６．７ ９７ △２．２ ３，８０２ １４．２ ７，３７８ １０．４
１２月 ２，６３４ △４．５ ７８４ ３．９ ９１ １４．８ ３，４８４ ０．６ ９，０８５ ６．７

２９年 １月 １，５３６ ２９．５ ７６５ １２．８ １０１ ７９．６ ３，６８３ ２０．４ ６，６９８ △８．２
２月 １，８２７ １５．８ ７０９ △２．６ ３７ △４０．２ ３，９０１ ９．７ ７，７７１ ５．６
３月 ２，６１３ △１．４ ７５９ ０．２ １０６ △３７．９ ３，１２３ △１３．０ １４，０７７ △０．７

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２８年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１

２８年１～３月 ４８，０７５ △５．２ １７，７４９ １５．５ １４，３９８ △９．９ １５，９２８ △１７．６ １，２４３，５７６ △７．５
４～６月 ４２，６０２ ０．７ １４，９０２ １８．９ １６，０３０ △３．８ １１，６７０ △１０．９ ８８９，０７９ △２．１
７～９月 ４４，３６４ ２．４ １５，２４７ １１．２ １５，７８３ △３．８ １３，３３４ １．０ １，０２４，４４１ △０．３
１０～１２月 ３７，５３６ ７．１ １２，３７８ １０．８ １３，２８２ １１．４ １１，８７６ △０．５ ９８９，３６２ ５．６

２９年１～３月 ５１，５１６ ７．２ １８，３７２ ３．５ １７，３７９ ２０．７ １５，７６５ １．０ １，３４０，５１１ ７．８
２８年 ３月 ２３，０１５ △１０．５ ８，４０３ ０．９ ７，２１３ △７．８ ７，３９９ △２２．６ ５３２，４６８ △９．３

４月 １３，５９３ ３．８ ４，３８５ ８．５ ５，３９３ ３．４ ３，８１５ △０．５ ２６９，２５０ ２．２
５月 １２，２４９ △１．２ ４，２１８ １７．２ ４，２５２ △９．３ ３，７７９ △８．０ ２７５，５０５ △１．４
６月 １６，７６０ △０．２ ６，２９９ ２８．９ ６，３８５ △５．５ ４，０７６ △２１．０ ３４４，３２４ △５．６
７月 １６，３１８ △２．４ ５，３９７ ２．４ ６，５４０ △９．０ ４，３８１ ３．０ ３４８，１６２ △２．２
８月 １２，２５３ ９．９ ４，１９６ １９．７ ４，５１２ ９．５ ３，５４５ ０．７ ２７９，３７４ ２．９
９月 １５，７９３ ２．２ ５，６５４ １４．７ ４，７３１ △７．３ ５，４０８ △０．３ ３９６，９０５ △０．７
１０月 １２，４１４ １．１ ４，２４３ １６．２ ４，１５３ △６．３ ４，０１８ △４．３ ３１４，７０５ △０．２
１１月 １３，２７５ １１．４ ４，０９９ １５．２ ４，９７３ １９．３ ４，２０３ ０．２ ３４１，８３３ ８．８
１２月 １１，８４７ ９．４ ４，０３６ １．８ ４，１５６ ２５．１ ３，６５５ ３．２ ３３２，８２４ ８．１

２９年 １月 １２，２８４ ５．１ ４，１９９ △７．３ ４，２４６ ２７．２ ３，８３９ ０．６ ３４３，４２４ ４．４
２月 １４，１５１ ５．８ ４，９７５ ３．３ ４，５３６ １７．９ ４，６４０ △１．５ ４１３，３１６ ８．２
３月 ２５，０８１ ９．０ ９，１９８ ９．５ ８，５９７ １９．２ ７，２８６ △１．５ ５８３，７７１ ９．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１７年６月号

ｏ．２５１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２４～０２８　主要経済指標　※項目増  2017.05.22 19.00.43  Page 26 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２８年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９４ ４．１ １．０４ １．２４ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０

２８年１～３月 ９５，９８２ １１．２ ２６，８９７ １．２ ０．９９ １．２２ ３２，７６７ １．５ ８３６，１５０ ５．０ ３．８ ３．２
４～６月 ４００，５７６ １０．５ ４７，０３２ ４．０ ０．９５ １．１２ ３２，２４１ ２．１ ７８２，６８６ ６．２ ３．４ ３．３
７～９月 ２２０，１５６ ２．１ ４０，８０７ ６．８ １．０７ １．２２ ３２，６６９ ３．５ ８０５，３７３ ５．９ ３．９ ３．１
１０～１２月 ８０，２８２ △１７．０ ２８，００７ △４．５ １．０９ １．３２ ２９，２５３ １．６ ７７８，９７７ ４．７ ３．３ ２．９

２９年１～３月 １７６，６３７ ８４．０ ２９，５４８ ９．９ １．０５ １．３５ ３３，７０２ ２．９ ８７７，７２６ ５．０ ３．８ ２．９
２８年 ３月 ８３，６２３ ３９．３ １３，３９５ ５．０ ０．９７ １．２１ ３３，２０８ △１．１ ８１８，４５８ ５．３ ↓ ３．３

４月 １５２，０１８ １．９ ２０，３０１ １０．６ ０．９２ １．１２ ３４，２４７ １．４ ８００，６１８ ３．５ ↑ ３．４
５月 １３６，７２９ ３０．２ １１，４５３ １．４ ０．９５ １．１１ ３０，５９９ ３．１ ７４９，６６０ １０．０ ３．４ ３．２
６月 １１１，８２８ ３．３ １５，２７８ △１．８ ０．９９ １．１４ ３１，８７６ １．８ ７９７，７８０ ５．５ ↓ ３．１
７月 ９６，９８８ １．６ １３，６１８ △６．９ １．０５ １．１８ ３３，４５０ △１．３ ７９４，４２６ △０．５ ↑ ３．０
８月 ６９，０９６ １２．７ １２，４７３ １２．０ １．０７ １．２２ ３１，４６０ ４．１ ７８８，８３３ ９．６ ３．９ ３．２
９月 ５４，０７１ △８．１ １４，７１６ １８．１ １．１０ １．２６ ３３，０９６ ８．０ ８３２，８６１ ９．１ ↓ ３．０
１０月 ４２，１８９ △９．３ １１，２７３ △１０．０ １．０９ １．２８ ３２，８６４ △２．６ ８４０，９５３ △０．３ ↑ ２．９
１１月 ２０，７５９ △３９．４ ８，２２０ △５．７ １．１０ １．３１ ２９，１６１ ５．７ ７７４，９４５ ７．９ ３．３ ３．０
１２月 １７，３３２ ８．８ ８，５１４ ５．３ １．０９ １．３６ ２５，７３４ ２．９ ７２１，０３２ ７．６ ↓ ２．９

２９年 １月 １０，９１６ ８７．３ ６，９９７ ７．１ １．０６ １．３６ ３２，０４２ ０．４ ８７９，３６８ ３．９ ↑ ３．０
２月 ２０，２４１ ２１０．０ ７，６９３ １０．４ １．０６ １．３７ ３４，２４２ ３．２ ８８９，９６５ ５．５ ３．８ ２．８
３月 １４５，４７９ ７４．０ １４，８５８ １０．９ １．０５ １．３４ ３４，８２２ ４．９ ８６３，８４４ ５．５ ↓ ２．８

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２５年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２８年度 ９９．６ ０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９

２８年１～３月 ９８．７ △０．８ ９９．５ △０．１ ６８ △１７．１ ２，１４４ △５．６ １１５．４５ １６，７５９
４～６月 ９９．４ △０．８ ９９．８ △０．４ ６３ ３．３ ２，１２９ △７．３ １０８．１７ １５，５７６
７～９月 ９９．４ △０．９ ９９．６ △０．５ ７４ △３．９ ２，０８７ △０．２ １０２．４０ １６，４５０
１０～１２月 ９９．７ △０．４ ９９．８ △０．３ ６３ ６．８ ２，０８６ △３．１ １０９．３２ １９，１１４

２９年１～３月 ９９．８ １．１ ９９．７ ０．２ ７９ １６．２ ２，０７９ △３．０ １１３．６０ １８，９０９
２８年 ３月 ９８．８ △０．９ ９９．５ △０．３ ２７ △３０．８ ７４６ △１３．１ １１３．０７ １６，７５９

４月 ９９．３ △０．８ ９９．８ △０．４ ２３ △４．２ ６９５ △７．１ １０９．８８ １６，６６６
５月 ９９．４ △０．８ ９９．９ △０．４ １８ １２．５ ６７１ △７．３ １０９．１５ １７，２３５
６月 ９９．５ △０．７ ９９．８ △０．４ ２２ ４．８ ７６３ △７．４ １０５．４９ １５，５７６
７月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ３０ ３．４ ７１２ △９．５ １０３．９０ １６，５６９
８月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ２２ △１５．４ ７２６ １４．９ １０１．２７ １６，８８７
９月 ９９．５ △０．７ ９９．６ △０．５ ２２ ０．０ ６４９ △３．６ １０２．０４ １６，４５０
１０月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．４ ２２ ０．０ ６８３ △８．０ １０３．８２ １７，４２５
１１月 ９９．７ △０．５ ９９．８ △０．４ ２１ ４０．０ ６９３ △２．５ １０８．１８ １８，３０８
１２月 ９９．９ ０．１ ９９．８ △０．２ ２０ △９．１ ７１０ １．６ １１５．９５ １９，１１４

２９年 １月 ９９．７ ０．９ ９９．６ ０．１ １７ △１０．５ ６０５ △１０．４ １１４．７３ １９，０４１
２月 ９９．７ １．１ ９９．６ ０．２ ２６ １８．２ ６８８ △４．８ １１３．０６ １９，１１９
３月 ９９．９ １．１ ９９．８ ０．２ ３６ ３３．３ ７８６ ５．４ １１３．０１ １８，９０９

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年６月号

ｏ．２５１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2017.05.18 09.32.46  Page 27 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２７年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ １，１３２，８３４ △１６．１ ７５２，２０４ △１０．２
２８年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２５３ △３．５ ９８３，１８１ △１３．２ ６７５，２１４ △１０．２

２８年１～３月 ９９，５５０ △１４．３ １７５，０９６ △７．９ ２４６，５５９ △２９．４ １７１，８６２ △１５．６
４～６月 ９３，７２７ △１８．２ １７０，０６８ △９．５ １９４，９４５ △３４．５ １５５，５６４ △１８．７
７～９月 ８７，２４１ △３５．８ １７０，１３８ △１０．２ ２０８，３８５ △３０．４ １６０，５７３ △１９．３
１０～１２月 ９０，４５３ △２８．９ １８５，０５６ △１．９ ２５５，５６３ △１１．６ １７２，４２０ △９．３

２９年１～３月 １０４，３９１ ４．９ １８９，９９１ ８．５ p３２４，２８８ ３１．５ p１８６，６５７ ８．６
２８年 ３月 ３５，１７８ △１２．７ ６４，５６８ △６．８ ８５，２６２ △２６．３ ５７，１１９ △１４．８

４月 ３４，０７８ △２０．６ ５８，８９６ △１０．１ ６４，９９６ △３６．５ ５０，７８３ △２３．１
５月 ２８，４８８ △１６．５ ５０，９１９ △１１．３ ７０，７７５ △３０．４ ５１，３９３ △１３．７
６月 ３１，１６２ △１７．２ ６０，２５３ △７．４ ５９，１７４ △３６．８ ５３，３８９ △１８．７
７月 ２８，７４３ △４６．４ ５７，２８４ △１４．０ ６０，１３８ △４４．２ ５２，２３９ △２４．６
８月 ２６，２２５ △３８．１ ５３，１６４ △９．６ ７０，０７５ △３０．１ ５３，５１０ △１７．０
９月 ３２，２７３ △１９．０ ５９，６８９ △６．９ ７８，１７３ △１４．６ ５４，８２４ △１６．１
１０月 ２６，２８７ △４２．２ ５８，７０２ △１０．３ ６７，２８１ △２６．２ ５３，８９１ △１６．３
１１月 ２５，７３１ △３３．９ ５９，５６４ △０．４ ８７，２２８ △４．１ ５８，０９９ △８．７
１２月 ３８，４３５ △１０．２ ６６，７８９ ５．４ １０１，０５４ △５．６ ６０，４３０ △２．５

２９年 １月 ２６，４２６ △２０．９ ５４，２２０ １．３ r １１６，２８６ ３５．５ r ６５，１３９ ８．４
２月 ３３，８０４ ９．１ ６３，４７５ １１．３ r １１０，７９３ ４６．８ r ５５，３６３ １．３
３月 ４４，１６１ ２５．５ ７２，２９６ １２．０ p ９７，２０９ １４．０ p ６６，１５５ １５．８

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２７年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２８年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０

２８年１～３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
４～６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９４ ２．４
７～９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０～１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年１～３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
２８年 ３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８

４月 １５１，１９８ ２．５ ７，１１６，９７７ ６．０ ９６，３０１ ２．７ ４，６０３，７５７ ２．９
５月 １５１，９２７ ２．２ ７，１２８，１４５ ５．５ ９６，２５６ ２．５ ４，６００，９７８ ２．７
６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９４ ２．４
７月 １４９，７４８ １．４ ７，０８４，７３４ ５．６ ９６，５７３ ２．３ ４，６１２，５７９ ２．３
８月 １５０，３５４ １．４ ７，０９９，７５０ ５．９ ９６，３６５ １．９ ４，６１３，２５０ ２．２
９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０月 １５０，８７２ ２．２ ７，１８２，１９１ ７．１ ９７，１３７ ２．２ ４，６４６，２９３ ２．４
１１月 １５２，０４１ ３．０ ７，２５２，３９４ ７．１ ９８，３５７ ２．９ ４，６８１，２３３ ２．６
１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年 １月 １５１，７７９ ２．５ ７，３２３，４１６ ８．６ ９８，７６５ ２．５ ４，７２９，３６８ ２．８
２月 １５２，７８０ ３．５ ７，３２４，５７０ ７．０ ９９，０３２ ３．０ ４，７３５，２０６ ３．２
３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０

資料 日本銀行
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